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WARNING:  Plastics are polluting 
nature, endangering wildlife and 
taxing natural systems. It is entering 
the food we eat and the air we breathe.

SOLVING PLASTIC POLLUTION  
THROUGH ACCOUNTABILITY
私たちの責任でプラスチック汚染問題を解決する

要約版（仮訳）



2000年以降、世界では、それ以前に生産された全量と同じ量のプラスチックが既に生産された。

プラスチックは、安価で汎用性と信頼性が高いため、今世紀になって生産量が急速に増大してきた1。こう

した特徴が、いわゆる使い捨てられるプラスチック製品の開発を助長しており、全プラスチック製品のう

ちのほぼ半分が3年未満に廃棄物となっている。これらの使い捨て用品の大半は、高所得国および上位中所

得国で消費されている。この問題が出現してからまだ数十年ほどしか経過していないが、これまでに生産

されてきた全プラスチック製品の75%以上が、すでに廃棄物となっている2。

廃棄物の不適切な管理により、推定では廃プラスチックの3分の1が自然界に入り込み、陸地、淡水、海洋

の汚染を引き起こしている3。

急速な消費活動拡大により大量のプラスチック廃棄物（廃プラスチック）が生成されているが、世界では

それを処理するだけの設備が整っておらず、廃プラスチックの37%は、現在有効に管理されていない。

不適切に管理された廃プラスチックは、適切に制御された廃棄物処理施設で管理されている廃棄物よりも

汚染物質となる可能性が高く、重大な懸念事項となっている。不適切に管理された廃棄物とは、未回収の

ままとなっている、公然と投棄されている、散乱している、または無制御に埋め立てられたプラスチック

を指す4。この不適切に管理された廃プラスチックの大半が、陸上の生態系を汚染してきたと考えられてお

り、海洋プラスチックの80%は陸上で発生したものに由来していると推定されている5。

地球上のあらゆるところに広く行き渡っているプラスチックは、自然界、社会および世界経済への重大な

問題を引き起こしている。

この地球の土壌、淡水および海洋は、マクロプラスチック、マイクロプラスチックおよびナノプラスチッ

クで汚染されている6。毎年、人類及びその他の動物種は食物や飲料水からますます多くのナノプラスチッ

クを摂取するようになっているが、その影響全体についてはまだ分かっていない7。プラスチック汚染によ

り野生生物が死滅し、自然生態系が損なわれ、さらに気候変動の一因となる8。二酸化炭素排出量は、廃棄

されるプラスチックの発生と焼却の増大により増加し続けている。

プラスチック生産により、毎年地球上の全石油・ガス需要量の4%が消費されている9。プラスチック汚染に

より、漁業、海運業および観光業が直接悪影響を受けているが、国連環境計画（UNEP）は、このプラス

チックの自然資本コストを年あたり80億米ドルと見積もっている。陸上でのプラスチック汚染が海中の4

倍であるとも推定されており、プラスチック汚染による経済的な影響は、実際には上記よりもはるかに大

きなものであることが示唆されている。またプラスチックは、人間へ深刻な影響を及ぼしている。地域社

会は、プラスチックの野外焼却や、廃棄物の焼却処理やリサイクルが未規制なままに実施されることで発

生する大気汚染物質により影響を受けており、この問題は廃棄物管理能力が未発達である地域で共通して

起こっている10,11。

プラスチック汚染は、プラスチックの生産と利用から利益を得ているすべての利害関係者が、そのための

コストを負担しないことにより発生している。

プラスチックのライフ・サイクルには、販売する時点から上流側の利害関係者に、販売時点以後のその製



品への責任を負わせるための世界的な仕組みが存在しない12。（責任を負担しないことによる）生産コスト

の低下は、（リサイクルではない）新規プラスチックの生産加速につながり13、2016年には3.96億トンに

達したが、その大量生産に伴い販売価格も低下している14。しかし、今日の新規プラスチックの市場価格は

プラスチックの製品ライフ・サイクル全体が自然と社会へ与えるコストを反映していないことから、プラ

スチックの生産者は生産に伴うこれらの負の影響への責任を負っていない15。米国、中国と欧州では、石油

化学生産はエネルギー集約型であるとは考えられていないことにより、炭素関連の規制を免除されている16。

新規プラスチック製品の製造業者（プラスチック・コンバーター）は、廃棄プラスチックとその汚染によ

る悪影響について限られた責任しか負っていない。製品設計の際に、これら悪影響への責任について、ほ

とんど考慮されていないのである17。リサイクルや再利用のために回収することを含め、廃プラスチックの

適切な管理を行うための十分なインセンティブは存在していない18。

廃棄物管理インフラが未整備であることは、不適切な管理による廃棄物の発生に直結する。

廃プラスチック管理が効果的にされているかどうかと、各国の収入状況との間には相関性がある19。これは、

低・中所得国では重大な課題であり、低い回収率や、高い割合の屋外投棄や無制御な埋め立てをもたらし

ている。高所得国では一般に回収率が高くなっているが、低い水準でのリサイクルや、廃プラスチックの

埋め立てや焼却が優先されているなどの問題が残っている20。廃棄物管理能力への制約は結局、最終利用者

への問題を生み出している。プラスチックを適切に分別や処分することができないため、廃棄物は直接埋

立地に廃棄されるか、自然界に投棄されるようになる21。世界で廃プラスチックを管理できないことにより、

プラスチック全体の3分の1に相当する1億トンの廃プラスチックが、陸上や海洋も汚染を引き起こしている

22。

不採算のリサイクル産業が規模を拡大できないことと、消費者の環境に優しいプラスチック代替物の選択

機会が限られていることにより、プラスチックのライフライクルを循環可能にすることが妨げられている。

現在、廃プラスチックの20%しかリサイクル用に収集されていない。欧州では、収集量全体のほぼ半分が、

健康上、安全上、品質上および汚染等の理由により再生利用することができない23。さらに、再生プラスチ

ックから生み出された大半の二次プラスチック原料は新規プラスチックよりも品質が劣っているため、低

価格で取り引きされている。しかし、リサイクルの規模拡大は、高レベルの混合・汚染プラスチック廃棄

物から派生する品質上の問題を解決し、規模の経済を増大させることによってはじめて実現可能なものと

なる。リサイクルのベンチャー事業の運営費用は、廃棄物収集費用と分離費用、およびリサイクル可能な

プラスチックの供給が限られていることで、法外に高くなっている24。新規プラスチックへの環境に優しい

代替物の割合は依然として低く、プラスチック・ライフ・サイクルの上流側の関係者に代替物の開発支援

を促す仕組みの導入も、限られている25。

このまま進むと、プラスチックの全体システムは、2030年までに地球上でのプラスチック汚染量を倍増さ

せ、海洋が最も明白な影響を受けるものと予想されている。

プラスチックの貿易システム全体を通じたシステム上の欠陥により、効果的にプラスチックを最終段階ま



で管理するよりも、自然界にプラスチックを排出する方が安上がりとなっている。

プラスチック汚染に対処する取り組みが既に多くの地域で実施されているが、現在のプラスチックシステ

ム自体が地球汚染を誘発する要因となっている限り、この取り組みは十分なものとはならない26。プラスチ

ック消費量の増加が廃棄物管理能力の増加を上回ることから、毎年の海洋へのプラスチック流出は、2030

年まで年間900万トン以上のままで推移することとなるだろう。

このプラスチックごみは野生生物への脅威であり、少なくとも270種が、廃棄された漁具やその他のプラス

チックに絡まり傷つけられている。さらに、240種が、プラスチックを摂取した状況で生息していることが

記録されている。これは海洋の健全性と人類の健康上双方の問題である。生産費用の低下によるプラスチ

ック生産の加速により、年間廃棄物発生量は、今後15年間で41％増加する可能性がある27,28,29。その他の廃棄

物処理インフラがリサイクルよりも経済的に魅力的なままであるため、廃プラスチック管理による二酸化

炭素排出量は、2030年までに3倍に増加する可能性がある。さらに、プラスチック汚染問題対策として、

モニタリング無しに廃棄物から焼却によりエネルギーを発生させる手法は、二酸化炭素排出だけでなく、

自然界と社会にその他の汚染問題を発生させる危険性がある。アジアでは2023年まで焼却能力が年間7.5%

のペースで増加すると予測されていることと併せて考えると、各地域での環境規制や焼却施設の性能が異

なっていることで、このような望ましくない結果が起こることが懸念されている30。

プラスチックの負の外部性は、国の貿易政策の改善に難航する、世界の脆弱な廃棄物の貿易システムに密

接に関連している。

2016年には、全世界の廃プラスチックの4%に相当するおよそ1,300万トンが輸出されたが、こうした輸出

廃棄物の約50%の供給源はG7諸国であった。中国は、最近自国への廃プラスチック輸入に関する品質基準

を厳しくしため、これらのG7諸国は、非常に汚染された国内の廃棄物を中国に輸出できなくなっている31。

以前は廃プラスチック輸出量全体の3分の2が中国に輸出されていたことを考えると、貿易パターンの一層

の変化がプラスチック汚染に重大な影響を及ぼす可能性がある。中国の廃棄物管理システム無しでは、2030

年までに111万トンもの廃プラスチックが行き場を失うものと推定されている32。プラスチック輸出業者が

その汚染基準を厳しくし、また、各国が自国のリサイクル能力向上に投資しない限り、世界的なプラスチ

ックの貿易体制は脆弱なままとなり、プラスチックが環境に対し及ぼす被害をさらに悪化させる危険性が

生じることになる。

プラスチック汚染の無制御な増加を食い止めるために緊急行動が必要であり、利害関係者がプラスチック

における「コモンズ（共有地）の悲劇」の問題を解決する責任を持つために、調整された取り組みが必要

となる。

「これまで通り」のシナリオの下では、各関係者はプラスチックのバリュー・チェーン（価値連鎖）シス

テムを持続的にする責任を負わないままである。現在の廃棄物管理能力向上への世界の取り組みは、2030

年に予測される1憶400万トンにのぼるプラスチック流出量を食い止めるのには不十分である。現在のプラ

スチック汚染は、プラスチック製品の使い捨て事業モデルをサポートする消費パターン、自然界にプラス

チックを流出させる廃棄物の不適切な管理、および再生プラスチックに比べ5倍以上の新規プラスチックを



生産しているサプライ・チェーンからもたらされている。

自然界にプラスチックを流出させないためには、プラスチックのライフ・サイクル全体にわたり戦略的・

実践的な介入する体系的手法（システムズ・アプローチ）が必要となる。

プラスチックの増加を食い止めるための対策には、問題のある使い捨てプラスチックの禁止や国の廃棄物

管理計画の改良など、既存の取り組みを増強すべきである。同時に、根本的な問題に取り組むため、明確

な基本計画への多国間合意、しっかりとした国内法および、プラスチック・ライフ・サイクル全体に渡っ

て適切に「責任」を分担できるようなビジネス上の仕組みを含んだ、国際的な適切な責任分担のメカニズ

ムが創設されるべきである。また、世界のプラスチック価格が、自然界と社会へのプラスチックのライフ・

サイクル全体に渡るコストを反映させる方策を実施する必要がある。さらに消費者に対し、その行動を変

えるよう説得し、プラスチック汚染を引き起こさない代替の選択肢や商品を提供していかなければならな

い。

上記の取り組みにより、「これまで通り」のシナリオと比べて、廃プラスチック発生が57%削減され、新

規プラスチックの生産をほぼ半減させられる可能性がある。

製品としてのライフ・スパンが1年未満である使い捨てプラスチックを段階的に廃止することで、2030年

までにプラスチック需要が40%低下する可能性がある。このプラスチック消費量の低減は、二次的なプラ

スチック素材の生産増大とあわせ、新規プラスチック生産を2030年までに半減できる可能性がある。使い

捨てプラスチックの使用を段階的に取り止めることにより、プラスチックの廃棄システムへの負担が軽減

され、廃プラスチックの発生量が、「これまで通り」のシナリオと比べて57%減となる1憶8800万トンに

低下すると推定されている。

不適切な廃棄物の管理を根絶しプラスチックを再利用することで、プラスチック汚染のない仕組みが生み

出され、プラスチック再生利用と再製造とで100万人以上の雇用創出が可能となる。

「これまで通り」のシナリオへの代替手段として、「自然界に存在するプラスチックを無くす」シナリオ

では、廃プラスチックの60%、すなわち約1億1300万トンを再生利用するための処理能力開発が必要とな

る。廃棄物を特定の種類のプラスチックに明確に分別することと、再利用を容易とする製品設計により、

一定量の高品質廃プラスチックが安定して生み出されることになり、リサイクル能力が向上する。

プラスチックの再生利用と再製造により、100万人以上もの新たな雇用創出が可能となる33。ただし、この

雇用創出の可能性は、閉じられた循環を通じてリサイクルされるプラスチックの規模の増大と、各施設に

おける作業の効率性に左右される。廃棄物回収率が100%に向上することで、推定5千万トンの廃プラスチ

ックが不適切に管理されるのを食い止め、全ての廃プラスチックが正式な廃棄物管理システムに入ること

が可能となる。プラスチック汚染を根絶するための最終段階では、屋外投棄と無制御な埋め立てを終わら

せることで、推定5,400万トンのプラスチックが不適切に管理される状態を解消する。



プラスチックのシステムにおけるすべての利害関係者は、プラスチック汚染を終結させ、プラスチックの

バリュー・チェーンを修正するという共通の目標に向かって足並みを揃えていく必要がある。

このような構造的な解決策により、目標を達成することができるが、戦略的・実践的な介入を実施するに

は、広範囲にわたる利害関係者による力強い行動が必要となる。この共通の目標を達成するには、現在の

取り組みを越えた、極めて重要な行動が求められる。
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